
 

 

 

 

 

 

  

 

   

 

２０２０年８月２８日、会社より「設備関係総務業務の体制見直し」

について提案を受け、１０月７日の八地申第３号「設備関係総務   

業務の見直し」に関する解明申し入れの団体交渉を行い

（Hachioji MAIL MEWS No.36参照）、担当者が行なう業務が

明らかにされましたが、これまで各技術センターで行われていた

作業内容を統一することで、さらなる効率化が図られるとの考え

方が示された一方、「執務室が変わるだけで業務は変わらない」と

も発言され、さらには取り扱いフローが完成していないことが  

明らかになりました。このことは、今施策が実施日ありきの効率化

のみを目的としたものであり、実施日間近に社員説明を行う、実施

後にＯＪＴを行うなど、働く社員の働きやすさを考慮していない 

姿勢も明らかになっています。 

私たちＪＴＳＵ－Ｅ八王子地本は、社員が施策と業務内容を十分に理解した上で、業務を行え

る環境を創り出すことが重要と考えます。また、施策実施に向けては、労使で議論し合意形成

を図った上で実施日を迎えるべきです。 

したがって、下記の通り申し入れを行いました。 

 

八地申  
第８号  
１０月１９日 

提出！ 

 

１．各担当者に取り扱いフローを示し、理解した上で業務に集中できる
環境を施策実施前に構築すること。 

 
２．資材の運搬や職場巡回等に伴う足ロスを考慮した要員を配置する
こと。また、設備サポートセンター（仮）の事業用車を用意すること。 

 
３．施策実施後の作業内容が変更となることから、現行の担当業務 
以外は行わせないこと。なお、新しい業務を行う場合は、十分な  
教育を行った上で本人の習熟度を考慮して行うこと。 

 



 

 

 

■教 育■ 
組合 設備サポートセンター開設までに担当社員に取扱いフローを示し、準備出来る体制を構築すること。 
→（会社）業務取り扱いマニュアルを作成しており、役割分担を明文化した。設備部企画課が、１０月２７日

に設備サポートセンターへ異動する社員に対して教育を行い、１０月２９日に現場長を集めて  
業務取り扱いマニュアルを説明する。また、１１月１日に業務取り扱いマニュアルをシェアポイント
にアップする。不安のある社員に対しては、再度教育を行うが、施策実施に向けての教育体制は
万全である。 

 
組合 設備サポートセンター開設により現場とのやり取りにおいて人が見えなくなってしまうことから、各技術  

センターとの意見交換等を実施し、現場との連携を強化していくこと。 
→（会社）スムーズに業務を進めていくために、現場との連携を取っていく。 
 

組合 施策実施後の作業内容が変更となることから､現行の担当業務以外は行わせないこと｡なお､新しい 

業務を行う場合は､十分な教育を行った上で本人の習熟度を考慮して行うこと。 
→（会社）教育は、基本的にＯＪＴで行う。設備サポートセンターには「契約・資材」と「総務」の２チームを  

つくり業務を行っていく。全系統を経験している社員も数名おり、その人を中心に教育やフォロ
ーをチームで行う。業務の進め方が大きく変わる箇所があるため、発足時は異動前と同じ業務
を担う。設備サポートセンターの業務が軌道に乗ってきたら新たな業務を担当してもらうが、  
その場合は、本人の習熟度を考慮し判断する。 

 

■体 制■ 
組合 設備サポートセンターの体制を明らかにすること。 
→（会社）設備部企画課の１グループとし、副課長２名と事務担当社員で構成していく。基本的に各技術 

センターが平日業務する時間帯に対応できる体制を整えていく。業務を集約することで今まで  
よりも対応可能な時間が増える。状況により設備部企画課がサポートする場合もあるが、緊急時
があってもサポートセンターが対応できる必要な要員は確保していく。 

 

■巡 回■ 
組合 設備サポートセンター社員が使用できる事業用車等の設備を整えること。 
→（会社）職場巡回は、時期にもよるが、最低でも週１回、多い時には週３～４回あると想定し、直行・直帰

はあり得る。事業用車は、準備する予定だが、現行は支社の車を使用する。ＰＣを各技術センタ
ーに設置していく予定であり、今後も鑑みながら必要の都度整備を行っていく。 

 

■その他■ 
組合 各技術センターでの現金取り扱いや総務担当が行なっていた作業の引継ぎを具体的にすること。 
→（会社）社用のＳｕｉｃａを配備していくため、職場には現金は置かない。基本的には、このＳｕｉｃａを利用し

てもらうが急遽の場合は立替が発生することもある。天災等予測がつく際は事前に対応するが、
立替が発生した際には可能な限り迅速な対応を行う。 
社内報の配布等は、気づいた社員が行なうことが基本となる。 

 


